
水稲の減化学農薬・減化学肥料栽培指針

［要約］種籾の温湯消毒、殺菌剤の育苗箱施用及びカメムシ類の生息密度調査を行う

ことにより、病害虫防除のための化学合成農薬使用成分回数を半分以下に減らすこと

ができる。化学肥料の代わりに牛ふん堆肥や有機質肥料を施用することにより、コシ

ヒカリの減化学肥料栽培が可能であり、慣行栽培と同等の収量・品質が得られる。
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１．背景・ねらい

農業の持続的な発展や消費者ニーズに応えることができる安全・安心な農産物の提供を

図るため、化学合成農薬・化学肥料の使用を50％以上削減する「エコ農業茨城」を全県的

に推進している。そこで、水稲の減化学農薬・減化学肥料栽培指針を策定する。

２．成果の内容・特徴

１）減化学農薬技術（化学合成農薬成分使用回数50％以上削減）

(1)種籾は、60℃、10分間の温湯消毒を行う。

(2)オリサストロビン粒剤（殺虫剤と混合された育苗箱専用の薬剤）を育苗箱に施用して

移植すると葉いもちの発生が少ない。また、出穂期以降に晴天が続く場合は穂いもちの

防除は不要である。

(3)斑点米の発生を防止するためには、乳熟期以降のカメムシ類幼虫防除が重要である。

乳熟期以降に生息密度調査を行うことで斑点米の発生量は予測でき，防除の目安となる。

捕虫網を用いたすくい取り法（10回振り）による生息密度調査でクモヘリカメムシ幼虫

が８頭以下の場合は、斑点米の混入率は0.3％以内となる。

(4)これらの病害虫防除技術を組み合わせることにより、除草剤（３成分）を施用して

も化学合成農薬使用成分回数は茨城県慣行の半分以下の５～８回となる（表１）。

２）有機質資材に利用による減化学肥料技術（化学肥料の窒素成分量50％以上削減）

(1)化学肥料の代わりに牛ふん堆肥や市販の有機質肥料を施用する。ただし、牛ふん堆

肥単独では初期生育の確保が難しいため、化学肥料の窒素成分が3.2kg/10a以内になる

ように市販の有機質肥料や化学肥料を組み合わせる。

(2)牛ふん堆肥中の全窒素成分量のうち、施肥窒素として見込める比率（以下肥効率とす

る。）は初年目が14％、２年目が21％、３年目が25％で、連用年数に応じて年々高まる

が、６年目以降は約30％となる（図１）。堆肥の窒素成分に窒素肥効率を乗じた値が堆

肥の供給窒素量になる（図２）。この堆肥から供給される窒素量を削減することによっ

て、減化学肥料栽培が可能になる。

(3)有機質肥料は、化学肥料と同量の窒素量を施肥することにより、化学肥料とほぼ同じ

肥料効果を示す。有機質肥料の窒素は約１週間で60～80％が無機化するため、基肥とし

て使用する場合には、移植の２～４週間前に施肥する。また、穂肥として使用する場合

には化学肥料より５日程度前に施肥する。

３）減化学合成農薬と減化学肥料技術の活用により、慣行並の収量、品質が得られる。

３．成果の活用面・留意点

１）温湯消毒は平成12年度主要成果、オリサストロビン粒剤の育苗箱施薬は平成19年度主

要成果、クモヘリカメムシ防除対策は平成６、12、15年度主要成果を参照する。

２）堆肥の窒素肥効率については、平成17、20年度主要成果を参照する。また、有機質肥

料の施肥法については、平成13，16年度主要成果を参照する。

３）施肥窒素量の診断は、平成15年度主要成果を参照する。また、窒素肥沃度が低く、窒

素施肥量の多い水田で減化学肥料栽培を行う場合には、有機質肥料で補う必要がある。



４．具体的データ

５．試験課題名・試験期間・担当研究室

エコ農業茨城推進のための減化学農薬・減化学肥料栽培技術開発と実証・
平成20～平成24年度・エコ農業推進チーム

表２ 減化学肥料の施肥体系

組み合わせ
施肥体系

牛ふん堆肥 有機質肥料 有機入り肥料 化学肥料 備 考a) b) C)

化学肥料の窒素成タイプⅠ ○ ○
分量は3.2kg/10a以タイプⅡ ○ ○
内にする。タイプⅢ ○ ○

タイプⅣ ○
タイプⅤ ○

ａ）オガクズ牛ふん堆肥。牛ふん堆肥施用量は、乾田で1t/10a、湿田で0.5t/10aとする。
ｂ）市販の100％有機質肥料（動植物の有機を混合造粒した肥料）は、化学肥料と同量施用する
とほぼ同じ肥料的効果を示す。有機質肥料の施用時期は基肥が移植の２～４週間前、穂肥が慣
行より５日程度前とする。

ｃ）市販の有機質肥料と化学肥料を混合した有機入り肥料。有機質肥料と化学肥料を別々に施用
することも可能である。

（例）タイプⅢでの化学肥料の窒素削減量の算出法
（施肥窒素診断：基肥窒素量3kg/10a，牛ふん堆肥：窒素成分１％，1t/10a）

１) 堆肥窒素成分量（現物）、連用年数に対応した堆肥の窒素肥効率（図１）をもとに堆肥の供
給窒素量を算出する。この量が化学肥料の窒素削減量になる。この窒素量は移植～収穫期まで
に堆肥から供給されることから、基肥+穂肥体系では肥効率を1/2にする。

２）化学肥料の窒素量は，堆肥の供給窒素量を差し引いて算出する（図２）。

肥効率：施用した堆肥の窒素成分量のう注)

ち、施肥窒素量として見込める比率を示す。

表１ 水稲における減化学合成農薬防除体系の例と化学合成農薬使用成分回数

化学合成農薬使用成分回数
防除対象 防除時期

減化学合成農薬防除体系（防除法） 慣行防除体系

種子消毒 浸種前 ０ （温湯消毒） ４
苗立枯病 育苗期 ０ ０～２
葉いもち 移植期 １１ （育苗箱施薬：ｵﾘｻｽﾄﾛﾋﾞﾝ）紋枯病 移植期 １
初期害虫 移植期 １ （育苗箱施薬） １ａ）

雑草 移植後 ３ （散布） ３～４
穂いもち 出穂期 ０～１ （散布） １ｂ）

カメムシ類 出穂～穂揃期 ０～１ （散布） １ｃ）

カメムシ類 乳熟～糊熟期 ０～１ （散布） １ｄ）

ｅ）使用成分回数合計 ５～８ 13～16

ａ）イネミズゾウムシ、イネドロオイムシなど。
ｂ）葉いもちの発生が少なく、出穂期以降に晴天が続く場合は防除の必要なし。
ｃ）出穂期～穂揃期に成虫密度が低い場合は、防除の必要なし。
ｄ）幼虫密度が低い場合は、防除の必要なし。
ｅ）防除体系の一例を示したもので、茨城県の慣行防除使用成分回数は17である。


